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2018年度実績

2019年度業績見通し

2019年度株主還元

ＦＧ連結純利益(*1)は、前年度実績および業績予想を上回る。子銀行では、役務取引等利益および

貸出金利息が増加し、私募投信解約益を除いたコア業務純益も増益。

ＦＧ連結純利益（*1） ： ４６３億円（2017年度比＋３２億円）（業績予想比＋１３億円）

有価証券利鞘の減少やシステム統合費用の増加を主因に、減益計画となる。

ＦＧ連結純利益（*1） ： ４００億円（2018年度比△６３億円）

年間配当 ： 一株あたり１１円（2018年度同水準）

還元方針 ： ２０１９年度以降の還元方針は、総還元性向(*2) ３０％以上を目安と

いたします。水準等は引続き検討してまいります。
（*2） 総還元性向 ＝ （配当総額＋自己株式取得総額）／親会社株主に帰属する当期純利益

（*1） 親会社株主に帰属する当期純利益

（*1） 親会社株主に帰属する当期純利益

業績ハイライト
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めぶきＦＧ連結 （億円）

前年

度比

業績予想

に対する

達成率

経常利益 695 +60 106.9% 

親会社株主に帰属する
当期純利益

463 +32 102.9% 

2018年度

【連結調整等】　△175億円 ＝ ②－①
足利銀行の子会社からの受取配当金（特別損益で計上） △１２０億円

有価証券連単簿価差に伴う調整額 △４９億円

劣後ローンの支払利息、経費等

①

銀行合算＋銀行業以外のグループ会社　

前年

度比

業績予想

に対する

達成率

当期純利益 639 +125 103.0% 

2018年度

　銀行業以外のグループ会社

　純利益（合計）　38億円

②

２０１８年度 決算概要

銀行合算（単体）

実績
前年

度比
実績

前年
度比

実績
前年
度比

 業務粗利益 1,856 +48 1,012 +7 843 +40 102.8% 100.7% 105.4%

（コア業務粗利益） 1,963 +91 1,086 +42 877 +48 107.0% 104.9% 109.6%

資金利益 1,610 +72 899 +41 711 +31 107.7% 106.4% 109.3%

役務取引等利益 321 +13 172 +2 149 +10 102.0% 98.3% 106.7%

その他業務利益他 △75 △37 △58 △36 △16 △1 - - -

（うち国債等債券損益） △107 △42 △73 △34 △33 △7 - - -

 経費 1,141 +5 653 △10 488 +16 99.2% 99.0% 99.6%

うち人件費 606 +8 338 +1 268 +6 - - -

うち物件費 461 △4 277 △10 184 +5 - - -

 実質業務純益 714 +42 359 +18 355 +24 109.0% 104.1% 114.5%

 コア業務純益 821 +85 433 +53 388 +32 119.9% 115.5% 125.3%

 一般貸倒引当金繰入額（a） △52 △37 △11 △8 △41 △29 - - -

 業務純益 766 +80 370 +26 396 +54 115.2% 104.3% 127.7%

 臨時損益 △47 △43 61 +36 △109 △80 - - -

うち不良債権処理額（b） 145 +51 53 +1 91 +49 - - -

うち株式等関係損益 107 +2 124 +29 △17 △27 - - -

 経常利益 718 +36 432 +62 286 △26 108.8% 112.2% 104.2%

 特別損益 86 +97 △25 △20 111 +117 - - -

 法人税等合計 204 +2 119 +10 85 △7 - - -

当期純利益 600 +131 287 +32 312 +99 104.3% 108.4% 100.9%

 信用コスト　　　（a）＋（b） 93 +13 42 △6 50 +19 186.2% 143.0% 250.9%

（＊1）足利銀行の子会社からの配当受取120億円、店舗等に関する減損30億円（銀行合算）など

業績予想に対する達成率

銀行合算
常陽
銀行

足利
銀行

（億円）

2018年度

常陽銀行 足利銀行銀行合算

（＊1） 
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法人役務（役務取引等利益）が牽引。貸出金利息も増加に転じる。

コア業務純益（銀行合算・私募投信解約益除く）は、前年度比+２３億円。

銀行合算 (億円)

資金利益 役務取引等利益 その他 経費（△）

736 +2 

+96 

△23 △2 

+3 
+15 

△5 

+5 

+8 

△4 

+2 

821 

+72 +13 +5 +5 (+85) 

'1
7

年
度 

貸
出
金
利
息 

有
価
証
券
利
息 

預
金
支
払
利
息 

そ
の
他 

（市
場
調
達
等
） 

投
信
保
険 

法
人
役
務 

そ
の
他
役
務
等 

そ
の
他 

業
務
利
益
等 

人
件
費 

物
件
費 

税
金 

'1
8

年
度 

705 

私
募
投
信
解
約
益 

+61 

私募投信解約益含む 

  〃       除く +11 +13 +5 +5 （+23） 

116 +35 

54 

682 

私
募
投
信
解
約
益 

私募投信解約益 

足利銀行

資金利益 役務取引等利益 その他 経費(△）

356 △6 

+68 △9 
△20 

+1 +6 +1 +6 +6 +5 +3 388 

+31 +10 +6 +16 (+32) 

'1
7

年
度 

貸
出
金
利
息 

有
価
証
券
利
息 

預
金
支
払
利
息 

そ
の
他 

（市
場
調
達
等
） 

投
信
保
険 

法
人
役
務 

そ
の
他
役
務
等 

そ
の
他 

業
務
利
益
等 

人
件
費 

物
件
費 

税
金 

'1
8

年
度 

+55 

 44 

 99 

常陽銀行
資金利益 役務取引等利益 その他 経費（△）

コア業務純益の増減要因

379 
+8 

+28 △13 +18 

+1 +8 △7 △1 +1 △10 △1 

433 +41 +2 △１ △10 
(+53) 

'1
7

年
度 

貸
出
金
利
息 

有
価
証
券
利
息 

預
金
支
払
利
息 

そ
の
他 

（市
場
調
達
等
） 

投
信
保
険 

法
人
役
務 

そ
の
他
役
務
等 

そ
の
他 

業
務
利
益
等 

人
件
費 

物
件
費 

税
金 

'1
8

年
度 

+5 

 10 

 16 
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資金利益の増減要因 （億円）

常陽銀行

足利銀行

コア業務粗利益（銀行合算）は、前年度比＋９１億円。私募投信解約益＋６１億円控除後では、＋２９億円。

役務取引等利益と資金利益（有価証券利息配当金）の増加が牽引。

コア業務粗利益　国債等債券損益を除く業務粗利益 ＊カッコ内は前年度比の増減

コア業務粗利益（銀行合算） （億円）

平残・利回り
変化

平残・利回り
変化

平残 +19 +18 (+1,695) +1 (+45)

利回り △25 △26 (△6.2bp) +1 (+84.9bp)

預金支払利息（△） +9 △1 － +11 －

有価証券 平残 △4 △16 (△831) +12 (+439)

利息配当金 利回り +72 +63 (+56.2bp) +8 (+37.1bp)

市場調達・運用等（△） +20 △0 － +21 －

合　　計 +31 +40 △8

要因
前年
度比

（国内） （国際）

貸出金利息

平残・利回り
変化

平残・利回り
変化

平残 +18 +14 （+1,423） +3 （+160）

利回り △9 △22 (△3.7bp) +12 (+94.0bp)

預金支払利息（△） +13 △1 － +15 －

有価証券 平残 +19 +19 （+1,994） △0 (△18)

利息配当金 利回り +9 +10 (+4.7bp) △1 (△2.4bp)

市場調達・運用等（△） △18 △6 － △12 －

合　　計 +41 +29 +11

要因
前年
度比

（国内） （国際）

貸出金利息

（ご参考） 有価証券利息配当金に含まれる私募投信解約益 （億円）

'16年度 '17年度 '18年度
前年
度比

常陽 17 10 16 +6

足利 36 44 99 +55

合計 54 54 116 +61

1,579  1,534  1,537  1,610  

304  276  308  321  7  26  
31  

1,873  1,819  1,872  
1,963  

16.2% 
15.1% 

16.4% 16.3% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

その他業務利益等 

役務取引等利益 

資金利益 

役務比率 △10 

(+91) 
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銀行合算 (億円） 常陽銀行

足利銀行

経費・OHR

経費（銀行合算）は、システム統合費用増加を主因に前年度比+５億円。

一方、OHRは(コア）業務粗利益の増加により前年度比改善。コア業務粗利益ベースでは５８.１％まで低下。

(+5) 

349  347  336  338  

295  295  287  277  

37  42  39  38  

682  685  663  653  

61.2% 
65.1% 

66.0% 
64.5% 65.7% 

68.9% 

63.5% 

60.1% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

税金 

物件費 

人件費 

業務粗利益 

ベースＯＨＲ 

コア業務粗利益 

ベースＯＨＲ 

(△10) 

253  257  261  268  

188  175  178  184  
28  32  32  35  

470  464  472  488  

55.7% 

56.4% 
58.8% 57.9% 

56.3% 

56.3% 56.9% 
55.6% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

(+16) 

1,153  
1,150  

1,135  1,141  

58.9% 
61.3% 

62.8% 
61.5% 61.5% 

63.2% 

60.7% 

58.1% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

経費 

業務粗利益ベースＯＨＲ 

コア業務粗利益ベースＯＨＲ 

19 

人件費 603 604 597 606 (+8)

物件費 484 470 466 461 (△4)

税金 65 74 71 73 (+2)

システム 

統合費用 
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有価証券利鞘
*
 （国内・国際）

　銀行合算 常陽銀行 　 足利銀行

　*有価証券利鞘＝（有価証券収入-有価証券資金調達費用）/有価証券平残　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（有価証券資金調達費用＝資金調達費用-貸出金等に充当するとみなす預金等利息）

1.07% 

1.06% 1.12% 
1.33% 

0.92% 0.89% 0.95% 

0.98% 

1.12% 
0.98% 

0.93% 0.84% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

＜国内＞有価証券利鞘 

＜国内＞（除く私募投信解約益） 

＜国際＞有価証券利鞘 

預貸金利回り （国内＋国際）

　銀行合算 常陽銀行         足利銀行

1.20% 1.12% 1.08% 1.05% 

1.16% 
1.10% 1.05% 1.01% 

0.03% 0.02% 0.02% 0.04% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

貸出金利回り 

預貸金利回り差 

預金等利回り 

0.90% 
0.88% 0.93% 

1.01% 

0.87% 
0.79% 0.88% 

0.94% 

1.22% 
0.98% 

0.89% 

0.99% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

1.14% 1.06% 
1.04% 1.03% 

1.11% 1.04% 1.02% 0.99% 

0.03% 0.02% 0.02% 0.04% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

1.42% 1.41% 1.47% 

2.03% 

1.04% 1.09% 1.07% 1.09% 

0.86% 
0.99% 

1.01% 

0.56% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

1.28% 
1.20% 

1.13% 1.08% 

1.24% 
1.18% 

1.11% 
1.04% 

0.04% 0.02% 0.02% 0.03% 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

預貸金利回り・有価証券利鞘
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銀行合算 (億円） 常陽銀行
＊財務省・特別会計借入金（2019/3月末　3,994億円）を

　含んでおりません。

足利銀行

22,405  23,874  24,908  25,702  

28,286  28,213  28,539  29,743  

8,434  7,583  7,186  6,507  
59,127  59,670  60,635  61,953  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

個人 法人 公共 

(+4.2％) 

(+3.1％) 

(△9.4％) 

貸出金末残は、個人・法人ともに年率４％台で伸長。

全体では公共貸出金の減少により、年率２．５％の伸びにとどまる。

17,850  18,854  20,003  21,046  

19,845  19,882  20,819  21,648  

5,048  4,746  4,349  3,875  
42,744  43,484  45,172  46,570  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

(△10.9％) 

(+3.9％) 

(+5.2％) 

(+2.1％) 

(+3.0%) 

（+2.5％） 

貸出金（１） 末残 ＊カッコ内は前年度末比の増減

（+2,715） 

個人（*1） 40,256 42,728 44,912 46,748 (+4.0%)

法人（*2） 48,131 48,096 49,359 51,391 (+4.1%)

公共 13,483 12,329 11,536 10,382 (△9.9%)

（＊1）　個人事業主を含む。　　（＊２）金融、外貨貸出金を含む。

うち外貨貸出金 '16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末

常陽銀行 988 1,160 1,140 1,268

足利銀行 57 122 152 190

合計 1,045 1,283 1,292 1,458

101,871  
103,154  

105,808  
108,523  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 
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　銀行合算　　　　　　　　　　　　　　　　 常陽銀行　　　　　　　　　　　　　 足利銀行

14,845  15,612  16,560  17,557  

1,629  1,763  1,868  1,893  16,475  17,376  18,429  19,451  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

28,954  30,508  32,166  33,963  

8,139  9,004  9,504  9,585  
19  29  

37,095  
39,513  

41,690  43,579  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

資産形成ローン 

アパートローン 

住宅ローン 

(+49.3％) 

14,109  14,896  15,605  16,406  

6,510  7,240  7,635  7,691  
19  29  20,620  

22,137  
23,260  24,127  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

(+49.3％) 

貸出金（２）　個人向け　住宅関連／無担保 ＊カッコ内は前年度末比の増減

(+0.8％) 

(+5.5％) 

(+0.7％) 

(+5.1％) 

(+1.3％) 

(+6.0％) 

（+4.5％） 

(+3.7％) 

無担保ローン末残 （億円）

　銀行合算　　　　　　　　　　　　　　  　 常陽銀行　　　　　　　　　　　　　 足利銀行

  ＊カードローンにはクレジットカードを含まず

(+5.5％) 

298  348  394  467  
298  326  358  

390  55  69  81  
91  516  

608  
654  

650  1,168  

1,352  
1,489  1,600  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

カードローン 
フリーローン 
教育ローン 
マイカーローン 

（+7.4％） 

(△0.5％) 

(+8.8％) 

(+18.3％) 

(+12.5％) 

218  250  274  322  

263  282  300  
319  7  7  8  
22  233  

264  277  
265  722  

803  860  
930  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

(+8.1％) 

(△4.0％) 

(+6.3％) 

(+17.2％) 

(+182.1％) 

80  98  120  145  35  44  57  70  48  61  73  
68  283  

343  
377  

384  446  
546  

628  669  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

(+6.5％) 

(+2.0％) 

(+22.0％) 
(+20.9％) 

(△6.2％) 

（+1,889） 

（+111） 

（＊）資産形成ローン ： 一定水準の年収を有する個人（給与所得者・事業主）を対象として、主に都内に所在する区分所有マンションの賃貸による資産形成ニーズに対応する商品（常陽銀行のみの取扱い） 

 

（＊） 
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R157 

G200   

B21 

R82  

G117 

B134 

R123 

G169   

B192 

R207 

G229   

B241 

ブランドカラー 地域別末残 （億円）

　銀行合算（＊）    　　　　　　　　　　　 　　常陽銀行　　　　　　　　　　　　　 足利銀行（＊）

企業規模別末残 （億円）

　銀行合算　　　　　　　　　　　　　 　　常陽銀行　　　　　　　　　　　　　 足利銀行

貸出金（３）　法人向け　地域別／企業規模別 ＊カッコ内は前年度末比の増減

15,257  15,473  16,316  16,902  

4,587  4,409  4,503  4,745  

19,845  19,882  20,819  21,648  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

(+5.3％) 

(+3.6％) 

（3.9％） 

31,883  32,346  33,436  35,054  

16,248  15,749  15,922  16,337  

48,131  48,096  49,359  
51,391  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

大企業 

中堅・中小企業 

(+2.6％) 

(+4.8％) 

（+4.1％） 

（+1,617） 

29,590  30,207  31,200  32,303  

18,540  17,887  18,158  19,088  

48,131  48,096  49,359  51,391  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

都内 

地元 

（+4.1％） 

(+3.5％) 

(+5.1％) 

14,816  14,934  15,201  15,960  

13,470  13,278  13,338  13,783  

28,286  28,213  28,539  29,743  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

（+4.2％） 

14,772  15,270  15,999  16,342  

5,070  4,609  4,820  5,305  

19,845  19,882  20,819  21,648  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

（+3.9％） 

(+3.3％) 

(+4.9％) 

(+10.0％) 

(+2.1％) 

（+1,102） 

16,626  16,872  17,120  18,151  

11,660  11,339  11,419  11,591  

28,286  28,213  28,539  29,743  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

(+1.5％) 

(+6.0％) 

（+4.2％） 

（＊）足利銀行において2018年度中に発生した地元から都内への大口貸出の移管（約230億円）の影響を控除した地元/都内の増減率は、銀行合算で４．２％／３．８％、足利銀行で３．８％／５．３％ 
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G169   
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R207 

G229   

B241 

ブランドカラー 

1.54% 
1.47% 1.43% 1.39% 1.37% 1.32% 1.31% 1.26% 

1.13% 
1.07% 1.05% 1.03% 1.02% 1.00% 0.99% 0.96% 

0.93% 0.87% 0.84% 0.82% 0.81% 0.81% 0.80% 0.78% 

0.74% 
0.67% 0.67% 0.66% 0.63% 0.62% 0.61% 0.55% 

'15/下 '16/上 '16/下 '17/上 '17/下 '18/上 '18/下 '19年度 

計画 

個人 

全体 

法人 

公共 

貸出金（４）　利回り ＊人格別利回りは管理ベース

1.42% 
1.36% 

1.31% 
1.27% 1.23% 1.20% 1.20% 

1.15% 
1.30% 

1.24% 1.21% 1.17% 1.15% 1.12% 1.09% 
1.06% 

0.95% 0.91% 0.91% 0.90% 0.88% 0.87% 0.85% 0.88% 

0.86% 0.86% 0.85% 0.87% 0.86% 0.87% 0.87% 0.83% 

'15/下 

 

'16/上 

 

'16/下 

 

'17/上 

 

'17/下 

 

'18/上 

 

'18/下 

 

'19年度 

計画 

足利 ストック 

常陽 ストック 

常陽 新規 

足利 新規 

1.62% 1.58% 1.55% 1.52% 1.49% 1.45% 1.42% 1.40% 
1.27% 1.21% 1.18% 1.14% 1.21% 1.09% 1.07% 1.04% 

1.19% 1.13% 1.09% 1.04% 0.99% 0.95% 0.91% 0.89% 

0.68% 0.62% 0.61% 0.59% 0.58% 0.57% 0.56% 0.52% 

'15/下 '16/上 '16/下 '17/上 '17/下 '18/上 '18/下 '19年度 

計画 

個人 

全体 

法人 

公共 

1.39% 
1.32% 

1.25% 
1.18% 

1.13% 1.09% 1.06% 1.02% 

1.33% 1.28% 1.22% 1.18% 

1.16% 1.14% 1.13% 1.10% 

0.64% 0.58% 0.59% 
0.52% 0.49% 0.48% 0.45% 0.45% 

0.44% 0.38% 0.37% 0.37% 0.37% 0.37% 0.37% 0.36% 

0.00%

0.50%

1.00%

1.50%

2.00%

'15/下 

 

'16/上 

 

'16/下 

 

'17/上 

 

'17/下 

 

'18/上 

 

'18/下 

 

'19年度 

計画 

足利 地元 

常陽 地元 

足利 都内 

常陽 都内 

人格別（国内）　常陽銀行

人格別（国内）　足利銀行

法人貸出金（地域別）

住宅ローン
ストック実績 ： 末残ベース

計画 ： 平残ベース



12 

R157 

G200   

B21 

R82  

G117 

B134 

R123 

G169   

B192 

R207 

G229   

B241 

ブランドカラー 

個人 95,026 97,621 101,036 103,627

法人 (*1） 30,208 30,628 31,588 33,255

公共 8,044 7,480 7,763 7,501

（＊1 ）金融は「法人」に含む

うち外貨預金 '16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末

常陽銀行 1,114 1,407 1,991 2,226

足利銀行 163 248 760 833

合計 1,277 1,656 2,752 3,060

（＊2 ）外貨預金には、為替予約付外貨預金、オフショア預金等を含む

（＊２）
35,957  36,931  38,230  39,225  

12,825  13,154  13,985  14,901  3,462  3,239  3,081  2,965  
52,245  53,325  55,298  57,092  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

(△3.7％) 

(+6.5％) 

(+2.6％) 

個人・法人ともに、増加基調継続（個人：年率+2.5％、法人：年率+5.2％）。

59,068  60,689  62,806  64,401  

17,382  17,474  17,602  18,354  4,581  4,240  4,681  4,536  
81,033  82,403  85,090  87,291  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

個人 法人 公共 

(△3.1％) 

(+4.2％) 

(+2.5％) 

(+2.5％) 

(+3.2％) 

預金　末残　 ＊カッコ内は前年度末比の増減

133,279  
135,729  

140,388  
144,383  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

（+2.8％） 

（+3,995） 

銀行合算 (億円） 常陽銀行

足利銀行
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銀行合算 （億円） 常陽銀行 足利銀行

銀行合算 （億円） 常陽銀行 足利銀行

 

預
り
資
産
残
高

手
数
料

38.1 32.3 33.4 26.3 

25.8 

12.7 12.4 21.2 

6.2 

3.8 
4.9 7.0 

3.4 

2.9 
5.1 2.7 

74.5 

52.8 
56.3 57.7 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

(+2.3％) 

82.4 
66.3 73.6 

56.9 

51.7 

30.4 26.7 
46.7 

7.7 

7.3 8.6 9.8 

0.9 

0.9 0.4 0.4 

4.4 

5.9 8.2 4.9 

147.4 

111.3 
117.7 119.0 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

金融商品仲介 

国  債 等 

外貨預金 

保 険 

*経営者保険を除く 

投資信託 

（販売手数料・信託報酬） 

3,254  2,952  2,579  2,633  

4,455  4,541  4,506  4,656  

585  688  1,277  1,355  
1,862  1,553  1,380  1,185  

10,157  9,736  9,744  9,831  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

預り資産 ＊カッコ内は前年度末比の増減

預り資産残高は、前年度末の水準から大きく変わらず。

手数料は、投資信託が減少の一方、保険手数料の増加により、全体でも前年度比増加。

6,586  6,263  5,707  5,561  

7,575  7,813  7,790  8,172  

748  936  2,038  2,185  
2,738  2,258  2,006  1,736  

17,649  17,273  17,542  17,656  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

国  債 等 

外貨預金 

保   険 

投資信託 3,332  3,311  3,127  2,928  

3,120  3,272  3,284  3,515  
163  248  760  829  
876  705  626  550  

7,492  7,537  7,798  7,824  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

(+0.6％) 

(+1.1％) 

(+0.8％) 

(+0.3％) 

(+113) 

(+1.3) 

44.3 
34.0 40.1 

30.6 

25.9 

17.7 
14.2 25.5 

1.5 

3.5 
3.6 2.8 

1.0 

3.0 
3.1 2.2 

72.9 

58.5 
61.3 61.2 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

(△0.0％) 
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銀行合算 （億円） 常陽銀行 足利銀行

銀行合算 （億円） 常陽銀行 足利銀行

与
信
関
連
手
数
料

事
業
支
援
関
連
手
数
料

与信関連手数料はシ・ローン等、私募債の増加により、前年度比+２１．２％

事業支援関連手数料はビジネスマッチング手数料などの増加により前年度比+１０．２％

法人役務取引 ＊カッコ内は前年度比の増減

4.1 4.6 3.9 5.0 

1.2 1.3 
4.8 4.5 2.5 

4.0 

8.4 

9.6 

1.0 

1.0 

1.2 
1.0 

8.7 

10.9 

18.3 
20.2 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

信託・４０１Ｋ 

経営者保険 

Ｍ＆Ａ 

ビジネスマッチング 

(+10.2％) 

(+1.8) 

9.9 9.5 10.4 10.8 

8.4 9.7 
14.5 15.2 

16.2 
22.3 

37.4 
49.6 

34.5 
41.5 

62.4 

75.7 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

シ・ローン等 

私募債 

デリバティブ 

(+21.2％) 
(+13.2) 

8.6 6.1 6.7 8.0 

3.5 4.7 
8.7 

8.9 4.1 9.4 

18.4 
24.4 

16.3 
20.3 

33.9 

41.4 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

(+21.8％) 

2.2 2.3 2.2 2.9 
0.1 0.2 

2.3 
2.2 

0.7 
1.9 

5.1 
5.5 

0.7 
0.7 

0.9 
0.8 

3.9 

5.3 

10.6 
11.4 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

(+7.3％) 

1.2 3.4 3.7 2.8 
4.7 4.8 5.7 6.2 

12.0 
12.8 

19.0 
25.2 18.0 

21.1 

28.4 

34.2 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

(+20.3％) 

1.7 
2.2 1.6 2.1 

0.9 
1.0 2.4 2.3 1.7 
2.0 

3.3 
4.1 

0.2 
0.2 

0.2 
0.2 

4.7 
5.6 

7.7 

8.8 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

(+14.1％) 
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金
利
リ
ス
ク

   銀行合算
（年）

（億円）

116 109 102 109 

19 30 33 43 

137 139 136 
153 

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

金利リスク量（10BPV）/外貨債券） 

金利リスク量（10BPV）/円貨債券） 

3.8 

4.8 
5.7 5.5 

3.9 4.2 4.2 4.5  

デュレーション（外貨債券） 
デュレーション（円貨債券） 末

残

(

貸

借

対

照

表

計

上

額

)

ＦＧ連結         　　　　　　　　　　　 (億円）

国内債券は、国債残高が償還により減少した一方、地方債等の購入により前年度末比で残高増加。

外国債券は、米国政策金利見通しを踏まえ米国債券を減らした一方、欧州債券を中心に残高増加。

有価証券運用（１） ＊カッコ内は前年度末比の増減

（億円）

銀行合算 常陽銀行 足利銀行 概要

8,163 5,028 3,135 -

　うち国債・政府保証債・地方債等 3,859 2,845 1,014 うち欧州圏国債2,174億円

　うち事業債 3,337 1,215 2,121 格付けは9割以上が「A」以上

　うちジニーメイ 233 233 - 米国政府系の住宅ローン担保証券

　その他 734 734 - CLO（最上位トランシェのみ）等の変動債中心

7,800 4,439 3,360

　うち株式関連 2,166 1,768 397 ETFロング1,576億円、ベアETF590億円

　うちREIT 714 545 169 うち国内REIT558億円

　その他 4,918 2,126 2,792 うち外債ファンド3,632億円、うちオルタナティブファンド1,105億円など

外債

投資
信託等

(簿価ベース）　2019年3月末現在外
債
・
投
資
信
託
等

（＋1,698） 

24,460  23,743  24,368  

6,796  6,165  8,296  
3,066  3,078  

2,802  
7,582  8,779  

7,998  

41,906  41,767  43,466  

'17/3末 '18/3末 '19/3末 

投資信託等 

株式 

外国債券 

国内債券 
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(

貸
借
対
照
表
計
上
ベ
ー

ス

）

有
証
ポ
ー

ト
フ
ォ
リ
オ
配
分
比
率

評
価
損
益

(

そ

の

他

有

価

証

券

)

   FG連結　　　　　　　　　　　　　　　常陽銀行（単体）　　　　　　　　足利銀行（単体）

   FG連結　　　　　　　　　　　（億円）　　 常陽銀行（単体）　　　　　　　　足利銀行（単体）

85 △ 18 △ 34 104 

251  
229  170  

126  

443  

260  
179  193  

1,144  
1,388  

1,448  1,280  

1,925  1,860  
1,763  

1,705  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

株式 

国内債券 

投資信託等 

外国債券 

63% 61% 61% 59% 

16% 16% 14% 16% 

9% 9% 9% 8% 

11% 12% 14% 15% 

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

△ 69 △ 120 

103 193 98 72 

232  
164  

211  

1,471  
1,573  1,362  

1,828  
1,716  1,749  

'17/3末 '18/3末 '19/3末 

58% 56% 56% 

16% 14% 19% 

7% 7% 
6% 

18% 21% 18% 

0%

50%

100%

'17/3末 '18/3末 '19/3末 

投資信託等 

株式 

外国債券 

国内債券 

61% 
49% 45% 45% 

13% 

15% 
16% 

23% 

5% 

5% 5% 
5% 

20% 
29% 32% 

25% 

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

87 5 △ 52 △ 23 
24 

△ 7 
△ 53 

28 
309  

195  173  157  

294  

319  344  284  

716  
512  

410  446  

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

有価証券運用（２）
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金融再生法開示債権 （億円）

　ＦＧ連結　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　常陽銀行　　　　　  　　　　   足利銀行

（参考）信用コスト率信用コスト （億円） （参考）企業倒産状況 （件数/億円）

   *負債総額１000万円以上の倒産状況

２０１８年度の信用コスト（銀行合算）は与信先ランクダウンの影響により前年度比+１３億円増加。

信用コスト・開示債権

203 157 179 147 

661 691 650 585 

49 75 88 87 

914 924 918 
819 

2.10% 2.08% 1.99% 
1.72% 

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

0.032% 

0.082% 

0.079% 

0.081% 

0.069% 

0.066% 

-0.006% 

0.112% 

0.069% 

0.111% 

'14年度 

 

'15年度 

 

'16年度 

 

'17年度 

 

'18年度 

 

常陽 足利 
65 

62 64 

60 60 

47 

64 

59 

66 78 

52 54 

54 

48 

茨城（件数） 栃木（件数） 

126  
104  90  118  

49  59  
93  103  

123  133  132  
75  69  

116  

'15/下 

 

'16/上 

 

'16/下 

 

'17/上 

 

'17/下 

 

'18/上 

 

'18/下 

 

茨城（金額） 栃木（金額） 

261 213 198 175 

748 697 653 664 

60 70 67 61 

1,070 982 919 902 

1.79% 
1.61% 

1.48% 
1.34% 

'16/3末 '17/3末 '18/3末 '19/3末 

370 377 322 

1,391 1,305 1,251 

159 166 159 

1,921 1,850 
1,733 

1.84% 
1.73% 1.53% 

'17/3末 '18/3末 '19/3末 

破産更生債権等 

危険債権 

要管理債権 

貸出金残高に占める比率 

47 47 49 42 

△ 2 

47 
30 50 

45 

95 
79 

93 

'15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

常陽銀行 足利銀行 
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グループ会社
(百万円）

主な事業内容 前年度比 前年度比 前年度比

 めぶきリース リース業務、債権買取業務 28,301 +3,064 693 △52 451 △106

 めぶき証券 有価証券の売買、媒介、取次、代理業務 2,422 △1,402 688 △1,082 470 △748

 常陽ｺﾝﾋﾟｭｰﾀｰｻｰﾋﾞｽ ｿﾌﾄｳｪｱ等の開発販売業務、計算受託業務 1,463 +59 140 +19 91 +13

 常陽産業研究所 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務、調査研究の受託業務 577 △2 47 △6 30 △5

 常陽信用保証 住宅ﾛｰﾝ信用保証業務 3,944 △18 1,281 △312 842 △195

 常陽ｸﾚｼﾞｯﾄ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの取扱いに関する業務 1,262 +43 246 +27 161 +18

 常陽ﾋﾞｼﾞﾈｽｻｰﾋﾞｽ 事務受託代行業務 735 △28 2 △1 0 +0

 常陽ｷｬｯｼｭｻｰﾋﾞｽ * 現金自動設備の保守・管理業務 786 △242 0 △3 △6 △7

 常陽施設管理 営業用不動産の保守管理業務 993 +21 331 +37 216 +33

9,764 △167 2,049 △239 1,336 △142

 足利信用保証 住宅ﾛｰﾝ信用保証業務 3,677 +158 2,175 +536 1,415 +427

 あしぎん総合研究所 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ業務、調査研究の受託業務 654 +65 84 +34 80 +33

 あしぎんカード ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの取扱いに関する業務 1,464 △36 202 △51 134 △31

5,796 +187 2,461 +519 1,630 +429

46,284 +1,681 5,892 △853 3,888 △568

常陽銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ　小計

銀行業以外のグループ会社　合計

足利銀行ｸﾞﾙｰﾌﾟ　小計

会社名
経常
収益

経常
利益

当期
純利益

業
務
受
託
系

営
業
系

＊常陽キャッシュサービスは、めぶきFGにおける経営の効率化および経営資源の有効活用を目的として3月31日付で解散 
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'16/下 '17年度 '18年度

逆シナジー
経費削減
トップライン

（億円）

実績 85

*統合シナジーは単年度計数

第一次中期経営計画

実績 9

実績 48金額（達成率）

'18通期　計画 53億円

’18通期　実績 85億円 (達成率159%)

通期 通期

計画 実績

・広域ネットワークを活用した情報営業強化⇒協調融資、シンジケートローン、取引先紹介、成長分野（医療・福祉等）

・めぶきリース機能の相互活用　　　・非対面での推進ノウハウ共有（無担保ローン）

・ネット申込専用住宅ローン（めぶきdeかりかえ）共同開発、女性向け住宅ローン共同展開

 預り資産 10.4 6.7 64.9% ・預り資産推進ノウハウの共有 　　・めぶき証券機能の相互活用

・各行の投資経験を活かした新領域への投資、新調達手法の取組み

・共同投資の取組み　・モニタリングやパフォーマンス評価の分析手法共有による運用・管理手法の高度化

・新規出店　　　・重点地域への人員増強　　　・クロスボーダーローンの取組強化

・足利銀行における特約付外貨預金の商品導入 　 ・外貨預金キャンペーンの実施

･経費削減ノウハウ、費用対効果手法の共有　　　　・情報共有による価格交渉力の向上

・店舗運営効率化のノウハウ共有 　　･東京事務センターの統合　　・手形・小切手、キャッシュカードの共同発行

・２行間における振込手数料の本支店化扱い

・基幹システム等の移行費用　　・システム片寄費用

シナジー合計 53.3 85.3 159.9%

具体的な施策

 貸出金・法人役務 20.2 30.2 149.7%

 有価証券 12.3 16.9 137.6%

項目 達成率

 コスト増加・逆シナジー △8.5 △9.7 －

 その他（ﾁｬﾈﾙ・市場国際等） 7.4 25.5 343.3%

 経費削減 11.4 15.5 135.2%

ＰＬ上の効果（税引前）

'１８年度（実績・通期計画）
（億円）

統合シナジー　実績と計画　Ｐ/Ｌ上の効果

経営統合シナジーは、2018年度計画53億円に対し、85億円（達成率159％）と計画を大幅に上回る。
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連結経常利益  580億円（前年度比△115億円）　　連結純利益＊  400億円（前年度比△63億円）

＊親会社株主に帰属する当期純利益

'18年度
実績

'19年度
予想

前年度比
18年度
実績

19年度
予想

前年度比
18年度
実績

19年度
予想

前年度比

695 580 △115 経常利益 432 395 △37 286 190 △96

463 400 △63 287 275 △12 312 130 △182

経常利益

親会社株主に帰属する
当期純利益 当期純利益

（＊1）

銀行合算（単体） 銀行以外のグループ会社 連結調整

'18年度
実績

'19年度
予想

前年度比
'18年度

実績
'19年度

予想
前年度比

経常利益 718 585 △133 - - -

当期純利益 600 405 △195 38 38 +0

　△43億円

　有価証券連単簿価差に伴う調整　△30億円
　その他（劣後ローンの支払利息等） △13億円

２０１９年度業績見通し（１）

(*1) 子会社からの受取配当金120億円を特別利益に計上  
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２０１９年度業績見通し(２）　ＦＧ連結純利益(*1)の増減要因

FG

連結

純利益
(*1)

2018年度

463
400

△62
預貸金利息差

△13

FG

連結

純利益
(*1)

2019年度計画

支払保証料等

増加等

（役務費用）

△25

400億円 （2018年度比△63億円）
ＦＧ連結純利益(*1）

（2019年度）
(*1) 親会社株主に帰属する当期純利益

（単位：億円）

預り資産・

経営者保険を

除く法人役務

(役務利益)

＋10

有価証券利鞘

△168

ｳﾁ私募投信

解約益

(△106)

国債等債券

損益

＋107

ｼｽﾃﾑ統合

費用

△25

特別損益

＋25

＊ 2018年度の
店舗減損等

の剥落

減益に伴う

税負担減少

＋27

税引き前利益ベース （△９０）

＊一部内部管理ベースの計数を使用

支払保証料等増加等 団信保険料支払い△7億円／経営者保険受取手数料△9億円 など

有価証券利鞘 円貨債券利息△１０億円（２０１９年度中償還：約４，０００億円）／ 外貨債券利息（調達ｺｽﾄ含む）△２０億円

投信分配金・株式配当金△２４億円／為替スワップ運用益△８億円（＊） など （＊）財務諸表上は、「その他業務利益」に計上
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２０１９年度業績見通し（３）　銀行合算

増減 増減率 増減 増減

 業務粗利益 1,856 1,012 843 1,772 1,028 744 △84 △4.5% +15 △99

資金利益 1,610 899 711 1,439 848 591 △171 △10.6% △51 △119

役務取引等利益 321 172 149 314 170 144 △7 △2.2% △2 △5

その他業務利益他 △75 △58 △16 18 10 8 +94 - +68 +25

（うち国債等債券損益） △107 △73 △33 0 0 0 +107 - +73 +33

 経費 1,141 653 488 1,190 660 530 +48 +4.2% +6 +42

うち人件費 606 338 268 622 340 282 +16 +2.6% +1 +14

うち物件費 461 277 184 489 276 213 +27 +5.9% △1 +28

 実質業務純益 714 359 355 581 368 213 △133 △18.6% +8 △141

 コア業務純益 821 433 388 581 368 213 △240 △29.2% △65 △175

 一般貸倒引当金繰入額　　（a） △52 △11 △41 2 2 0 +54 - +13 +41

 業務純益 766 370 396 579 366 213 △187 △24.4% △4 △182

 臨時損益 △47 61 △109 5 28 △22 +52 - △33 +86

うち不良債権処理額　 （b） 145 53 91 68 33 35 △77 △53.2% △20 △56

うち株式等関係損益 107 124 △17 80 65 15 △27 △25.3% △59 +32

 経常利益 718 432 286 585 395 190 △133 △18.5% △37 △96

 特別損益 86 △25 111 △8 △3 △5 △94 - +22 △117

 当期純利益 600 287 312 405 275 130 △195 △32.5% △12 △182

 信用コスト　　　（a）＋（b） 93 42 50 70 35 35 △23 △24.8% △7 △15

'18年度実績 '19年度業績予想 前年度比

２行
合算

常陽 足利
２行
合算

常陽 足利

（単位：億円）

２行合算 常陽 足利

内訳 (億円）

資金利益 △171

貸出金利息（国内） △18

貸出金利息（国際） +11

預金利息（△） +5

有価証券等収支 △159

　 ｳﾁ国内債券 △10

　 ｳﾁ外国債券・市場調達コスト △20

　 ｳﾁ投信分配金・株式配当金 △24

　 ｳﾁ私募投信解約益 △106

役務取引等利益 △7

　 ｳﾁ預り資産 +5

　 ｳﾁ法人役務（経営者保険除く） +2

　 ｳﾁ法人役務（経営者保険） △9

　 ｳﾁ団信保険料支払い △7

[内部管理ベースの計数]

*2018年度に計上した子会社からの受取配当金120億円が剥落した影響

対顧関連役務
は、為替ｽﾜｯﾌﾟ
運用益を除い
た△16.6 
 
市場関連役務
は、常陽の先
物+5に、足利
の為替ｽﾜｯﾌﾟ
△8を追加した
もの 
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●グループとしての成長に向けた資本の確保と株主の皆さま

への適切な利益還元のバランスを考慮し、総還元性向（＊1）

３０％以上を目安といたします。

水準等については、引き続き検討してまいります。

（＊1）総還元性向＝（配当総額＋自己株式取得総額）／親会社株主に帰属する当期純利益

 2020年3月期以降の配当・株主還元方針について、下記のとお

り変更。

配当

 ’１９年度は年間１１円を予定。

配当・株主還元方針／自己資本比率

'18年度     １１．０円 　  ５．５円     ５．５円

'19年度 １１．０円 （予定） ５．５円 （予定） ５．５円 （予定）

   年間配当

    中間配当     期末配当

自己資本比率

○ めぶきFG

連結自己資本比率

■ めぶきＦＧ

連結自己資本（億円）

○ 常陽銀行

連結自己資本比率

□ 足利銀行

連結自己資本比率

■ 常陽銀行

連結自己資本（単位 億円）

■ 足利銀行

連結自己資本（単位 億円）

※信用リスクアセットの算出方法

めぶきFG | 基礎的内部格付手法

常陽銀行 | 基礎的内部格付手法

足利銀行 | 標準的手法

4,515 4,575 4,592 4,766 

2,747 2,990 3,054 3,096 

8,027 7,915 

12.00% 11.86% 11.80% 11.91% 

9.01% 9.17% 

8.71% 8.55% 

10.38% 
9.94% 

'16 

/3末 

'17 

/3末 

'18 

/3末 

'19 

/3末 

'18 

/3末 

'19 

/3末 
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24 

営業施策（ご参考） 
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法人向け貸出の増強　　　　　　　　　（平残：億円）

法人貸出増強施策

情報の精度・鮮度を重視した広域ビジネスマッチングの展開

協調融資・２行連携の強化

事業性評価・事業承継など、コンサルティング力の強化

新営業体制・地元法人営業改革に基づく顧客セグメントに応じた展開

ストラクチャードファイナンス、クロスボーダー貸出の強化（対象地域・領域拡大）

成長分野における資金需要への積極的な取組み

協調融資・２行連携貸出（実行額累計） （億円）

貸出業務においても、２行連携での金融支援を積極的に展開

貸出の増強／広域ビジネスマッチング

29,501  30,425  31,450  32,603  

17,478  16,712  17,312  17,396  

46,980  47,138  48,763  49,999  

'16年度 

 

'17年度 

 

'18年度 

 

'19年度 

計画 

都内 

地元 

両行のメイン先（３万先）をはじめとするネットワークを活用した広域ビジネスマッチングの展開

強みである広域性を活用しマッチング実績も順調に増加

広域ビジネスマッチング（累計件数）

2,893  

5,874  

8,846  

11,319  

13,368  

80  288  

520  

787  

1,077  

0

500

1,000

0

5,000

10,000

15,000

'17/3 '17/9 '18/3 '18/9 '19/3

情報発信（左軸） 

マッチング（右軸） 

30  68  89  
151  176  

46  

116  

198  

233  
275  

77  

185  

288  

385  
452  

'17/3 '17/9 '18/3 '18/9 '19/3

協調融資等 

シ・ローン 

営業施策（法人）
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親族の承継 従業員の承継 M&A

事業承継・M＆Aの提案先数（銀行合算）

  茨城県・栃木県内でM&A等を選択する見込みのある企業数：約２万社

　＊中小企業庁統計表一覧・帝国データバンク公表資料等により当社推定　

後継者の有無などに応じて、事業承継の方向性を共に考え
ソリューションを提供

取引先の円滑な事業・資産承継、雇用維持をサポートすること
により、地域経済の持続的発展に貢献

  事業承継・M＆A

1,074  
1,779  

2,753  

3,766  

4,954  

'14年度 '15年度 '16年度 '17年度 '18年度 

お客様の成長に向けたコンサルティング機能の強化

経営者との対話
課題・ビジョン

の共有
本業支援
金融支援

本部が顧客関係構築プロセス等を含めた進捗管理

  事業性評価の取組み

コンサルティングの内容によって
本部、外部専門家等と連携してソリューションサービスを提供

事業性評価を実施した先の事業計画策定ニーズに対応するサービスとして、
「事業計画策定支援」サービスを導入済

顧客ビジョン
の実現

本業支援等に
必要な情報収集

事業リスクや課
題等の的確な把

握

顧客との課題
ビジョンの共有

↓

詳細分析
戦略立案

具体的本業支援
金融支援の提案

ソリューション、
融資など、様々

な
メニューの提供

営業施策（法人）
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個人向け貸出の増強 （平残：億円）

29,794  31,360  33,343  34,533  

1,247  1,419  
1,540  1,647  10,222  

10,865  10,753  
11,109  

41,264  43,645  45,637  
47,290  

'16年度 

 

'17年度 

 

'18/年度 

 

'19年度 

計画 

その他 

無担保ローン 

住宅ローン 

貸出 / 住宅ローン・無担保ローン

住宅ローンは継続注力。目的別ローンは、ＷＥＢ完結ローン導入などにより非対面チャネルを強化

マイカーローン 教育ローン

WEB経由等の非対面チャネルの申込割合

住宅ローン 共同開発商品残高（銀行合算）

共同開発商品はともに好調。関連手数料収入も増加。 （残高：億円）

82.8% 89.7% 

17.2% 10.3% 

0%

50%

100%

'17年度 '18年度 

非対面ﾁｬﾈﾙ申込割合 その他 

75.8% 83.6% 

24.2% 16.4% 

0%

50%

100%

'17年度 '18年度 

非対面ﾁｬﾈﾙ申込割合 その他 

マイカーローン・教育ローン獲得実績

マイカーローン　　　　　　　　　　教育ローン （残高：億円）

175  

215  

0

50

100

150

200

250

300

'17年度 '18年度 

常陽銀行 足利銀行 

108  115  

0

50

100

150

200

250

'17年度 '18年度 

常陽銀行 足利銀行 

9  

78  

177  

255  

320  

'17/3末 '17/9末 '18/3末 '18/9末 '19/3末 

女性専用住宅ローン 

ネット専用借換住宅ローン 

営業施策（個人）
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お客さま向けセミナーに注力 （回）

313  

716  
775  

1,259  

'17/上 '17/下 '18/上 '18/下 

資産運用セミナー（支店主催） 

資産運用セミナー（本部主催） 

職域セミナー 

イブニングセミナー他 

積立商品の契約者数 （先）

グループ預り資産残高と契約者数 （億円、人）

運用コンサルティング

19,318  19,359  20,058  20,751  

357,871  369,373  375,485  380,891  

'16/3末 

 

'17/3末 

 

'18/3末 

 

'19/3末 

 

めぶき証券 

足利銀行 

常陽銀行 

預り資産先数

（重複除く） 

お客さまの安定的な資産形成に向け、グループ連携強化。契約者数・残高は順調に増加

お客さま本位の取組み

お客さま本位の
販売態勢の整備

お客さま本位の

情報提供と
コンサルティング

お客さまニーズ

を踏まえた
ラインナップの整備

グループ連携

お客さまの裾野拡大 お客さまの運用資産の増加

114,963  
135,098  

158,065  165,397  

'16/3末 

 

'17/3末 

 

'18/3末 

 

'19/3末 

 

足利銀行 

常陽銀行 

営業施策（個人）
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29 

１.  第２次グループ中期経営計画の概要 
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 ノウハウ共有によるコスト削減・有価証券運用の強化 

   （貸出金利息・役務といったトップライン下振れをカバー） 

 総合金融サービス提供体制の強化 

   （リース・証券のＦＧ子会社化） 

成 果 

当社ｸﾞﾙｰﾌﾟの強み 

 （１） 第１次グループ中期経営計画の成果・課題、外部環境 

         新グループを軌道に乗せ成功へと導く期間 位置付け 

(1) 地方創生への創意結集 

(2) 総合金融サービスの拡充  

(3) エリア・チャネルの拡充 

(4) オペレーションの革新 

(5) 新グループの経営管理態勢の構築 

統合 
基本戦略 

＜2018年度＞       目標値       実績 

ＲＯＥ              5％以上          5.1％ 

純利益           470億円程度      463億円 

自己資本比率        10％台半ば     9.94％ 

ＯＨＲ（銀行合算）(*1)  60％程度        58.1％ 

経営目標 

達成状況 

地域の構造問題 

国内低金利の長期化 不安定な海外動向 

顧客ﾆｰｽﾞ・顧客接点の多様化 異業種の金融ｻｰﾋﾞｽ参入 

ｻｲﾊﾞｰ攻撃・情報漏洩ﾘｽｸ 

外部環境 

茨城県・栃木県を中心とした広域ﾈｯﾄﾜｰｸ 
強固な顧客基盤 

ﾈｯﾄﾜｰｸ維持ｺｽﾄを中心とした高ｺｽﾄ構造 

第２次グループ 
中期経営計画 へ 

ﾘｰｽ・証券も含めた総合金融ｻｰﾋﾞｽの提供体制 

当社ｸﾞﾙｰﾌﾟの弱み 

 

 伝統的銀行業務の縮小に対応した事業領域の開拓・拡大 

 デジタル化・データ利活用を通じたサービスレベル向上 

 構造改革による生産性の向上 

課 題 

          第１次グループ中期経営計画  （2016年10月～2019年3月）            

経
営
統
合
 

(*1)ｺｱ業務ﾍﾞｰｽ 



生
産
性
向
上
に
向
け
た
構
造
改
革
（業
務
・組
織
改
革
） 



Ｉ
Ｔ
サ
ー
ビ
ス
・デ
ー
タ
の
利
活
用
（Ｉ
Ｔ
投
資
強
化
） 



コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
機
能
の
強
化 

キーワード 
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 （２） 第２次グループ中期経営計画の概要 

          本格的な成果の実現・次なる成長への転換期間 位置付け 

(1)  地域とともに成長するビジネスモデルの構築 

 コンサルティング機能強化  
 ＩＴサービスの利活用・ＩＴ投資強化 
 事業領域拡大 

(2)  生産性向上に向けた構造改革 

 生産性の高い経営基盤構築  
 グループ・ガバナンス高度化 

(3)  価値創造を担う人材の育成 

 専門人材の育成 
 人事・研修制度の拡充 
 働き方改革・ダイバーシティ推進 

基本戦略 

                 ＜2018年度実績＞    ＜2021年度＞ 

 連結ＲＯＥ               5.1％              5.0％以上 

 連結純利益（*1）                 463億円           470億円程度 

 コアＯＨＲ（銀行合算）(*2)   57.1％                     60％程度 

経営目標 

   第２次グループ中期経営計画  （2019年4月～2022年3月）            

 第２次中計では、２０２０年１月の基幹システム統合を契機に、業務プロセス・事務システム体制の統一化を進める

とともに、チャネル・ネットワークの最適化、ＦＧ・子銀行組織の統一化といった構造改革を実行する。 

 同時に、コンサルティング機能とITサービス利活用の強化を中心に、地域とともに成長するビジネスモデルを構築

し、構造改革の効果の取り込みと合わせ、次なる成長への転換期間と位置づける。 

          地域の未来を創造する総合金融サービスグループ 目指す姿 

■ ステークホルダーへの提供価値 

            働きがいの充実 従業員 

            成長・課題解決に向けた支援 お客さま・地域 

            持続的成長による企業価値の向上 株主さま 

生産性向上 
コスト減少 

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ提供に 
よる収益 

2020年1月 
基幹ｼｽﾃﾑ統合 

2018    2019     2020    2021   2022年度～ 

成長への投資 
ﾋﾞｼﾞﾈｽﾓﾃﾞﾙ構築 

構造改革 
（業務・組織改革） 

利
益
水
準 

 

（
顧
客
向
け
サ
ー
ビ
ス
業
務
利
益
額
） 

■ 第２次グループ中計の位置付け 

(*1)親会社株主に帰属する当期純利益    (*2)ｼｽﾃﾑ統合費用除く 
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 （３）  ２次中計期間中の利益増減内訳（2018年度→2021年度） 

FG 
連結 

純利益 
(*1) 

 2018年度業績予想 

450 

470 有価証券 
利鞘 

 

▲65 +15 

特損等

+25 

+15 

預貸金
利息差

±0 

FG 
連結 

純利益 
(*1) 

 2021年度計画 

FG連結 
調整等 

+30 

めぶきﾘｰｽ、 
めぶき証券、 
銀行子会社 
純利益の増加 

有価証券ｱﾓﾁ 
処理額および 
売却調整額の 
改善など 
 

有価証券利鞘  円貨債券▲45 / 外貨債券▲20 

有価証券売却損益  私募投信解約益▲100 / 株式等関係損益▲20 / 国債等債券損益＋110 対顧役務利益  法人役務＋20 / 預り資産＋10 / 支払保険料等▲15 

預貸金利息差  外貨貸出金利息＋20 / 円貨貸出金利息▲20 

経費削減

+30 

ｼｽﾃﾑ 
統合費用 

▲10 

対顧役務 
利益 

グループ 
会社利益 

有価証券 
売買損益 

▲10 

経費削減  人件費▲15 / 物件費▲15 特損等  2018年度の店舗減損等の剥落 

            470億円（2018年度業績予想比＋20億円） 
ＦＧ連結純利益 (*1) 

（2021年度） 

(*1)親会社株主に帰属する純利益 

「銀行チャネル・対顧部門」 

 ＋４５（税引き前利益ﾍﾞｰｽ） 

「銀行チャネル・対顧部門」以外 

 ▲１５（税引き前利益ﾍﾞｰｽ） 

（単位：億円） 

私募投信 
解約益含む 

▲10 

増益に伴う税負担増加 

 ▲１０ 
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２.  個別戦略 
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 【個別戦略②】  

     ＩＴサービス／データの利活用・ＩＴ投資強化 
 【個別戦略①】   

    お客さまの成長に向けたコンサルティング機能の強化 

  ＜戦術  1-1＞ 本業支援・課題解決ニーズへの対応 

 

 

  

 

 

 

 本業支援メニューの拡充 

 事業承継・Ｍ＆Ａの取り組み強化 

 ミドルリスク、経営改善支援の取り組み強化 

 事業性評価の推進態勢強化 

  ＜戦術  1-2＞ 富裕層向け課題解決型営業の強化 

 

 

 

 銀・証連携によるアセットマネジメント営業 

 相続関連ニーズへの対応    

 金融ジェロントロジーを踏まえたサービスの強化 

 ＜戦術  1-3＞  お客さまの資産形成支援 

 

 

 AI等の活用による利便性向上、提案の充実 

 資産運用取引先の裾野拡大（啓発活動強化） 

  ＜戦術  1-4＞ 地域創生への取り組み 

 

 

     

 

 【基本戦略（１）】  地域とともに成長するビジネスモデルの構築 

戦略目標 
 コンサルティング機能の提供やＩＴサービス／データの利活用等により、お客さまの成長・課題解決を 

支援するとともに、当社グループが保有するリソースを活用し、事業領域の開拓・拡大にも取り組み、 
お客さま・地域とともに成長するビジネスモデルを構築していく。 

  ＜戦術  1-5＞  デジタル化に対応したサービスの拡充 

 

 

 

 お客さまの生産性向上・デジタル化支援 

 利便性向上に向けたスマホ・WEBサービスの拡充 

 キャッシュレス・デジタル化社会への対応 

 データ分析・マーケティング機能の強化 

 公金業務の効率化 

 【個別戦略③】  

     事業領域の開拓・拡大 

  ＜戦術  1-6＞ 事業領域の拡大による収益機会の多様化 
 

 

 

 エクイティ投資、ストラクチャードファイナンスの強化 

 信託サービスの拡充 

 有価証券運用力の強化 
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コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
・ 

ソ
リ
ュ
ー
シ
ョ
ン
の
提
供
体
制 

【めぶきＦＧ】 グループ一体での総合金融サービスの提供 

組織面 

 【基本戦略（１）】  地域とともに成長するビジネスモデルの構築 

   ～ お客さまの成長に向けたコンサルティング機能の強化 ～ 

ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ営業に係る 
組織整備・拡充（子銀行） 

信託、 
人材紹介機能付加 

ＩＴ・デジタル化推進組織の 
新設（ＦＧ） リース・証券 

グループ機能 

【地域と共に成長するビジネスモデル】 

事業性評価の推進態勢強化 
（子銀行） 

実現 
 【法人のお客さま】／【 地 域 】  
  ● 課題解決 ● 業績向上 ● 雇用創出 ● 地域活性化、等 

 【個人のお客さま】 
   ● 資産形成  ● 資産承継  ● 安心安全の確保、等 

実現 

給振・年金先 約180万人 

 富裕層 

 資産形成層 

 各種ﾛｰﾝご利用のお客さま 

 【当社グループ】 
  ● 役務収益の増加  ● 預貸取引の拡大  ● 預り資産残高増加、等 

 
   ● 企業価値の向上  ● 働きがいの充実  

専門人材の育成 
コンサルティング人材投入 

（＋100名） 

人材面 

 資産運用の専担者 
 ロボ・アドバイザーの活用 
 ＷＥＢ環境の充実 
 ﾛｰﾝﾌﾟﾗｻﾞ・ﾛｰﾝｾﾝﾀｰ 

 お客さまとの対話を通じて共有した課題・目的に対し、お客さま毎のライフステージや業種特性に応じたサービスや 
ソリューションをワンストップで提供できるコンサルティング機能を強化する。 

 事業性評価の取組み 
 お客さまとの接点拡充（営業店・

本部スタッフなど） 
 外部提携業者などの専門ｽﾀｯﾌ 

メイン先 約3万社 

 事業性評価先 

 再生支援先 

 新規先 
対話・課題共有 対話・課題共有 

【法人のお客さま】 【個人のお客さま】 
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グループ内での利活用推進 

お客さまの利便性・サービス向上 

RPA AI-OCR 

スマホアプリ
の充実 

マーケティング
データ解析 

お取引先の課題解決やデジタル化をサポート 

 サービス・ソリューションの提供 

 社内で実装したツール、蓄積した 
知見等の展開 

IT 
リテラシー 

AI- 
ターゲティング 

WEB完結取引
の拡充 

業務の 
デジタル化 

音声認識 
FAQ 

ＴＶ窓口・ 
タブレット取引 

API連携 
財務管理 

 ご要望・ニーズ・ 課題等の共有 

 お客さまに対する              
深い理解 

 【基本戦略（１）】  地域とともに成長するビジネスモデルの構築 

   ～ ＩＴサービス／データの利活用・ＩＴ投資強化 ～ 

 外部知見の活用や外部連携、グループ共通の新組織立ち上げ等により、ＩＴサービスレベルを引上げ、当社グループ

での利活用を進めるとともに、グループ内で実用化したツールやノウハウをお客さまへ提供していく。 

外部知見の活用・連携 

AI活用 

IT人材育成 

FinTech 

新組織の設置 

ＩＴ・デジタル化推進 

ＩＴコンサル推進 

データ分析・ 
マーケティング高度化 

BPR 
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お客さま・地域社会 

 【基本戦略（２）】  生産性向上に向けた構造改革 

戦略目標 

 チャネル・ネットワークの最適化や事務システム部門をはじめとするグループ組織の集約・合理化によ
り、店舗・人員・投資といった経営資源の配賦先を既存分野から新たな収益分野へシフトし、将来につな
がる生産性の高い経営基盤を構築する。 

 同時に、グループ全体の経営管理態勢の高度化およびグループガバナンス態勢の強化に取り組む。 

お客さま接点・経営基盤 

お客さまのニーズや地域等に応じた 

最適なチャネルの構築（複数チャネル） 

ｼﾝｸﾀﾝｸ/ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ ・ ITｿﾘｭｰｼｮﾝ ・ ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ・信用保証 子会社 

銀行基幹ｼｽﾃﾑ・ 
業務ﾌﾟﾛｾｽ 

事務・ｼｽﾃﾑ 
管理体制 

ﾘｽｸ・ﾏﾈﾛﾝ 
管理体制 

営業・市場運用 
戦略立案機能 

＜お客さまとの接点＞ 

経営資源の有効配分 

 （統一化・共有化した経営基盤） 

本部企画・管理 
機能 

ｸﾞﾙｰﾌﾟ・ｶﾞﾊﾞﾅﾝｽ 
機能 

IT開発・運営 
機能 

＜経営基盤（本部組織・機能）＞ 共通ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ 

  ＜戦術  2-1＞ チャネル・ネットワークの最適化 

  ＜戦術 2-2＞ 事務システム部門の合理化 

 

 

  

 

 

 

 店舗ﾈｯﾄﾜｰｸの最適化、非対面ﾁｬﾈﾙの強化 

 ﾃﾞｼﾞﾀﾙ技術・RPA等を活用したBPR推進 

 基幹ｼｽﾃﾑの統合を踏まえた事務共通化、                   

  事務ｼｽﾃﾑ部門の合理化 

 【個別戦略①】 

     生産性の高い経営基盤の構築 

  ＜戦術  2-3＞ グループ経営の高度化・効率化 

  ＜戦術 2-4＞ グループガバナンス態勢の強化  

 

 

  

 

 

 

 本部機能・重複する子会社の統一化、集約化 

 RAFの導入、AML/CFTへの対応強化 

 取締役会の監督機能強化 

 ESG/SDGsに即した企業活動 

 【個別戦略②】 

     グループ経営・ガバナンスの高度化 
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店舗の統廃合・軽量化 

（現行店舗の2割程度を 

効率化(*1)） 

店頭事務の効率化 

チャネル・ネットワークの最適化 

 【基本戦略（２）】  生産性向上に向けた構造改革 

    ～ 生産性の高い経営基盤の構築 ～ 

 顧客ニーズ・顧客接点の多様化、ＩＴデジタル技術の進展等を踏まえ、非対面チャネルおよび有人店舗の機能・
役割を見直し、顧客利便性・簡便性の向上およびコンサルティング機能の強化を進めていく。 

アプリ機能の拡充 

（決済・融資関連機能） 

ダイレクトチャネルの充実 

（来店不要取引） 

有人店舗と 
非対面チャネル

の連携強化 

顧客利便性・簡便性の向上（非対面チャネルを活用したお客さまとの接点拡大） 

効果・狙い 
コンサルティング機能の強化（コンサルティング時間の増加 年間10万時間(*2)） 

  (*2) 100人投入×4.5時間（１日あたり）×240営業日＝年間10万時間 

非対面チャネル 

【方向性】 機能の拡充 ／ 投資拡大  

店舗 

【方向性】 機能の見直し・多様化 ／ 店舗網の最適化  

      経営資源の投入（個別戦略(1)-②と重複）                        経営資源の捻出 

ＷＥＢ完結取引の拡大 

ＡＴＭ機能の拡充 

新規出店・戦略的増員 

デジタル技術を活用した 

店舗の多様化 

(*1)機能見直しを含む 
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2015年度       2018年度      2019年度    2020年度      2021年度   2022年度以降                 

 【基本戦略（２）】  生産性向上に向けた構造改革 

   ～ 構造改革推進による経営資源のシフト（ヒト・モノ・カネ） ～ 

ヒト （総人員） 

2018年度          2021年度        

行員 

6,800人 
行員 

6,500人 

(▲300人) 

10,000人 

10,800人 

＜人材“捻出”領域＞ 
       （削減業務量の人数換算） 

 ▲1,000人相当 

ｳﾁ行員▲500人 

事務・ｼｽﾃﾑ部門の統一化・合理化  ▲450人 
業務共通化・片寄せ 
AI導入・RPA 

本部・子会社の集約、業務効率化 
機能集約 
業務統一 

 ▲130人 

営業店業務のBPR・ﾃﾞｼﾞﾀﾙ化 
事務・書類の簡素化 
ｵﾝﾗｲﾝ取引へのｼﾌﾄ 

 ▲200人 

ﾘｱﾙ店舗ﾈｯﾄﾜｰｸのｽﾘﾑ化 
ｵﾝ・ｵﾌﾗｲﾝの 
  ﾘﾊﾞﾗﾝｽ・融合 

 ▲220人 

＜人材“投入”領域＞ 

 ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ機能の強化 ＋100人 

 ＩＴ企画・ITｺﾝｻﾙの強化 
   （新組織） 

 ＋40人 

 市場運用・ｽﾄﾌｧｲ 
 新分野等 

＋60人 

 ＋200人 

カネ （経費） モノ （投資額） 

  人員スリム化  ▲800名 

 構造改革推進により、更なる   
総人員の適正化を進める 

IT投資額 

150億円(*1) 

 構造改革によるコスト削減額 

 年額 ▲50億円以上（*2) 

2015-2018年度      第2次中計（2019-2021年度） 

110 

70 
60 

IT投資額 

店舗等投資額 

1,153 

（ｼｽﾃﾑ統合費用） 

ｼｽﾃﾑ統合費用除く経費 

（表1）人員の見通し 

（表2）IT投資・店舗等投資額実績・計画 
   （常陽・足利銀行単体合算ﾍﾞｰｽ） 
 
<単位：億円> 

（表3）経費実績・見通し 
  （常陽・足利銀行単体合算ﾍﾞｰｽ） 

<単位：億円> 構造改革の効果 

人員のｽﾘﾑ化      ▲30億円程度 

店舗網の見直し   ▲10億円程度 

事務体制等の統合・BPR 

                   ▲10億円程度 

(*1)3年間累計 

(*2) 「2022年度以降経費」 
        －「2018年度経費」 
   （いずれもｼｽﾃﾑ統合費用除く） 

150 

ｼｽﾃﾑ統合 

経営 
統合 

ｼｽﾃﾑ統合 

費用含む経費 

1,141 
（19） 
1,122 

▲50億円以上 

1,100 
（30程度） 
1,070程度 

1,130 
（30程度） 
1,100程度 
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個 別 戦 略  主な戦術 

専門人材の育成・ 

確保 
 

人事・研修制度の 

拡充 
 

働き方改革・        

ダイバーシティの  

推進 

 

 【基本戦略（３）】  価値創造を担う人材の育成 

  ＜戦術  3-1＞  コンサルティング・IT分野の専門人材の育成・確保 

  ＜戦術  3-2＞ 外部知見や人事交流・OJT等を活用した研修体系の構築 

 

 

  ＜戦術  3-3＞  継続的なスキルアップを促進するスキル認定制度の導入・拡充 

  ＜戦術  3-5＞  ワークライフバランスを促進する勤務体制・環境の整備 

 

  ＜戦術  3-6＞  女性・シニアのキャリア・スキルアップの支援強化 

 外部派遣等も活用した人材育成・研修体制の2行共同構築 

 より専門性の高い人材の確保（中途採用など） 

  ＜戦術 3-4＞   モチベーション向上を促進する人事制度の導入・拡充 
 
 

 担当業務・キャリアプランの見える化・キャリア形成の支援態勢構築 

 子銀行におけるコース区分の見直し 

 在宅勤務・テレワーク・フレックス制度等の拡充 

 生産性向上による総労働時間の短縮 

専門人材 

育成・確保 

女性・シニアのキャリア・  
アップ支援 

若手層の底上げ 

新たな取組みへの 

挑戦意欲醸成 

スキル高度化 

支援 

制度面の拡充・見直し【戦術3-4・5】 

ス
キ
ル
ア
ッ
プ
の
支
援
【戦
術
3-

1
・
2
・
3
】 

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
支
援
【
戦
術
3-

4
・6
】 

 外部知見の活用を通じたスキルアップの支援強化等により、専門人材の育成を進め、第2次中計の            
遂行に必要な人材集団を構築する。 

 スキルアップの支援強化とともに、ワークライフバランスの推進に向けた勤務制度の拡充を進めるほ
か、コンサルティング機能の発揮等を通じたお客さま・地域への貢献を実感する仕組みづくりも進め、      
“従業員の働きがい充実”へとつなげていく。 

戦略目標 

 基本戦略（１）（２）（３）を通じた“働きがいの充実” 

基本戦略（１）（２）（３）の遂行 

仕事への誇り 
（お客さま・地域への貢献の実感） 

組織への信頼感 
（働き方改革・意欲の醸成） 

グループの一体感 
（人事交流・共同研修など） 

働きがいの充実 
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３.  計数計画 
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経営目標指標 2018年度 2021年度 

 連結ROE 5.1％ 5.0％以上 

 親会社株主に帰属する当期純利益 463億円 470億円程度 

 コアOHR（銀行合算）(*1) 57.1％ 60％程度 

経営目標 

 ＦＧ連結ＲＯＥ、連結純利益、コアＯＨＲ（銀行合算）を

経営目標に掲げ、基本戦略等の遂行により、右記の

水準を達成してまいります。 

主要計数計画 

主要計数計画 2018年度 2021年度 

  顧客向けｻｰﾋﾞｽ業務利益額(*2) 

      同     （ｼｽﾃﾑ統合費用除く）(*2) 

292億円 

311億円 

305億円程度 

335億円程度 

 貸出金平残（銀行合算）（*3） 

 預金平残（銀行合算）(*4) 

10兆6,449億円 

14兆5,309億円 

11兆2,500億円程度 

15兆   300億円程度 

 ビジネスモデル構築によるトップラインの増強、構造改革    

遂行によるコスト削減により、顧客向けサービス業務利益   

額(*2)を増加させる。 

(*2)  顧客向けｻｰﾋﾞｽ業務利益額 ＝預貸金利息差＋顧客向け取引による役務取引等利益＋ 
                         特定取引利益（顧客向け取引に基づくﾃﾞﾘﾊﾞﾃｨﾌﾞ収益等） - 経費 
(*3)   「財務省・特別会計借入金」向け貸出金除く 
(*4)   譲渡性預金含む 

(*1)  ｼｽﾃﾑ統合費用除く 

 顧客向けｻｰﾋﾞｽ業務 
 利益額（*2） 

  3年間増加額 15億円程度 

 顧客向けｻｰﾋﾞｽ業務 
 利益額（*2） 

 【ｼｽﾃﾑ統合費用除く】 

  3年間増加額 25億円程度 
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（表1）株主還元の状況（配当、自己株式取得）  グループとしての成長に向けた資本の確保と

株主への適切な利益還元のバランスを考慮

し、総還元性向（*1）30%以上を目安といたしま

す。水準等については、 引き続き検討してま

いります。 

2017年度 2018年度 

一株当り配当額 

配当金総額① 

11円 

129億円 

11円 

129億円 

自己株式取得総額② ― 20億円 

親会社株主に帰属する当期純利益③ 430億円 463億円 

総還元性向（①+②）/③ 30.0％ 32.3％ 

 国内経済は、緩やかな景気回復基調の継続が予想されるものの、海外情勢等の不安要素が景気下押しリスクとなる可能性もあり、 

株価動向は現状水準を中心とした推移を見込んでおります。 

 金利動向は、国内は現状水準からの大きな変動は想定せず。米国は長短金利ともに中計期間前半にピークをつけ、その後、 緩やか

な低下局面入りを見込んでおります。 

経営目標・主要計数の前提 

配当・株主還元方針 

(*1)  総還元性向 ＝ (配当金総額＋自己株式取得総額)／親会社株主に帰属する当期純利益 
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４.  経営理念と価値創造プロセス 
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地域の未来を創造する総合金融サービスグループ 
 

常陽銀行・足利銀行が培ってきたお客さま、地域とのリレーション、
地域への深い理解を維持・深化しつつ、広域ネットワークを活用した
経済交流圏域の広がりの追求、総合金融サービスの規模・範囲の
拡大を図り、「地域産業の掘り起し、地域経済の活性化や新たな 
市場創造」に取り組み、地域とともに成長を目指します。 

人的資本 

知的資本 

財務資本 

 めぶきフィナンシャルグループは、グループ経営理念のもと、質の高い総合金融サービスの提供を実践する  
とともに、自らの企業価値向上を通じて、社会の持続的成長へ貢献してまいります。 

目指す姿 

質の高い総合金融サービスの提供を通じ、 
地域とともに、ゆたかな未来を創り続けます。 

投入資本 社会の課題 

人口減少 
高齢化 

資産形成 
資産承継 

企業成長 
事業承継 

ダイバーシティ 

コンプライアンス 

デジタライ 
ゼーション 地域社会 

• 地域活性化 
• 環境保全 

お客さま 

• 金融サーﾋﾞｽ 
• 安心・利便性 

従業員 

• 働き方改革 
• 働きがい充実 

株主さま 

• 企業価値向上 
• 株主還元 

ステークホルダーへの提供価値 

  経営理念と価値創造プロセス 

グループ 

経営理念 

経営理念・目指す姿（戦略目標） 

総合金融サービスの提供 価値創造の循環による持続的な企業価値向上 
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協同して、ゆたかな地域社会の創造に取り組み、ともに持続的に成長することを目指しています。 

お客さま（金融サービス） 

 

   経営理念と価値創造プロセス 

   ～ ＳＤＧs・ＥＳＧへの取り組み ～ 

 ガバナンス 
ステークホルダーの皆さまからの信頼をより確かなものとするため、コーポレート・ガバナンスの強化・充実に努めていきます。 

平和で公正な社会に向け、反社会的勢力との関係遮断やマネーローンダリング・テロ資金供与防止等に取り組んでいきます。 

 環境 
自然環境の健全な維持を目指し、ゆたかで美しい「環境」を未来につなげる取り組みを行っていきます。 

 クリーンエネルギーを利用した発電事業等への環境関連融資を通じた再生可能エネルギーの普及・発展 

 環境配慮型私募債、太陽光発電設備等の導入に向けた環境関連ローンの取り扱い 

 環境に配慮した店舗づくり （太陽光発電システムの設置・ＬＥＤ電球への切替えを通じた消費エネルギー削減） 

 環境保全活動  （常陽ふるさとの森づくり／あしぎんの森づくり） 

 社会 
地域と共生し、ゆたかな「地域社会」を創造する取り組みを行っていきます。 

 子供たちの自立する力の育成支援 （金融教育支援） 

 自治体と連携した地元就職支援 （茨城県、栃木県との連携／教育ローンを通じた支援） 

 若手経営者・後継者等の育成支援 （未来協創塾／ニューリーダー養成道場）    

 ダイバーシティーへの取り組み （働き方改革の推進／女性の活躍推進） 

 経済 
総合金融サービスの拡充と広域ネットワークを活用した「地域経済活性化」への取り組みを行っていきます。 

 地域産業の掘り起こしと新事業創出支援 （ビジネスプランコンテストの実施／地域創生ファンドによる支援） 

 新たな市場開拓・経済交流の拡大 （ものづくり企業支援／アグリビジネス支援） 

 事業承継・Ｍ＆Ａ支援、人材不足解消への取り組み （人材紹介／人材育成支援／IT利活用による生産性向上支援） 

 地域の持続的成長を支える取り組み （古民家再生支援／自治体と連携した地方創生推進） 
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株式会社めぶきフィナンシャルグループ経営企画部

TEL   029-233-1151（代表）

E-mail 　ir@mebuki-fg.co.jp

URL 　https://www.mebuki-fg.co.jp/

本件に関する問い合わせ先

ご注意

本資料は情報提供のみを目的として作成されたものであり、特定の有価証券等の売買を勧誘するものではありません。

本資料に記載された事項の全部または一部は予告なしに修正または変更されることがあります。

本資料には将来の業績に関する記述が含まれておりますが、これらの記述は将来の業績を保証するものではなく、経営を取巻く環境の変化
などにより 実際の数値と異なる可能性があります。


